
　人 団　　体　　名
　人 人 宮  崎  県　   小　林  市
  ％ 人

住　基 　人 人 人 k㎡
台　帳 　人 ％ ％ 人
人　口 　％ 人 人 指 定 団 体 等 の 指 定 状 況 収

　　　　歳      　入    　 の     　状  　   況　                     　(単位　千円・％) ％ ％ 〇
構 成 人 人
比 ％ ％ 〇 〇 状

3,499,415 18.7
563,934 3.0 〇 〇
10,958 0.1
7,437 0.0 市  町  村  税  の  状  況　　　　  （単位　千円・％）
5,641 0.0 円

379,735 2.0
9,633 0.1 一人当たり平均

90,031 0.5 給与月額（百円）
78,302 0.4

6,314,050 33.8 　　　うち技能労務員
5,469,004 29.3

845,046 4.5
10,959,136 58.6

7,527 0.0
252,133 1.4
202,608 1.1 ○
32,693 0.2 ○

2,079,288 11.1 ○
1,371,741 7.3 ○

39,561 0.2
2,809 0.0

232,895 1.3 ○
324,328 1.7
858,838 4.6

2,332,300 12.5
18,695,857 100.0

構 成
比

3,229,159 17.5
2,070,701 11.2
3,239,090 17.6
2,159,310 11.7 （％）

内 2,159,310 11.7 （％）
訳 0 （％）

8,627,559 46.8 （％）
2,035,750 11.1 （％）

72,295 0.4 （％）
1,729,497 9.4

832,238 4.5
1,842,930 10.0

117,199 0.6
676,326 3.7

◎ 経常経費充当一般財源等
3,309,920 18.0

67,919 0.4
2,893,875 15.7

内 984,628 5.3 ％
1,852,670 10.1 ％

訳 416,045 2.3 ◎ 歳入一般財源等

18,411,476 100.0
（※）経常収支比率の（）内は、減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた比率。

77.3配 当 割 交 付 金 77.3 7,437 0.1

う ち 単 独

12,720,155 千円
失業対策事業費 18年度

17年度

94.5 (100.2)

12,097,187 千円

△ 22.6

△ 36.7 517,715 17年度

歳   出   合   計 △ 12.5 11,812,806

H18.3.31 42,346

78,302 0.8
0.9

被 保 険 者 数 ( 人 )

国 庫 支 出 金

62,424

84.9
92.0市 町 村 民 税 97.9492,356

現
年

合
計

96.2

2,100

保 険 給 付 費その他
国　保

63 徴
収
率907,845 純 固 定 資 産 税

そ の 他

収 益 事 業 収 入
616,969

災害復旧事業費 106.4 19,921 水　道 合　　　　　　   計 97.3 89.1
20,534 土 地 開 発 基 金 現 在 高

事
業
会
計
の
状
況

実 質 収 支

93
176

保 険 税 収 入 額
被 保 険 者
1 人 当 た り

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 10,618う ち 補 助 △ 53.8 72,347 病　院 194,24818年度 95.9 (100.7)

266,529
普通建設事業費 △ 43.7 612,224 下　水 380,305 実 質 的 な も の再 差 引 収 支 156,159  予 定 額 ）

266,744 （支       出
千円10,064,206

◎ 経常収支比率
    （※）

う ち 人 件 費 △ 26.6 48,027
公
営
事
業
繰
出

合　計 2,039,278
国
民
健
康
保
険

行   為   額 保 証 ・ 補 償投 資 的 経 費 △ 38.0 632,145 歳 出 合 計 18,411,476 100.0 △ 12.5 2,893,875 11,812,806
債 務 負 担 物 件 等 購 入

そ の 他
△ 4.1 地　 方　 債 政 府23,175 23,175

9,951,268
前年度繰上充用金 特別区財調納付金

0.0 現　 在 　高
13,553,725

投資・出資・貸付金 376 前年度繰上充用額
0.1積 立 金 90.7 113,100 88.2

△ 99.6 376△ 24.0

特 定 目 的 1,722,679

積   立   金
現   在   高

財 調 850,303
254,705減 債

11.7 0繰 出 金 5.1 1,650,857 公 債 費5.9 1,143,175 10.9 2,082,757
106.4 0 19,921

1.1
うち一部組合負担金 4.6 832,238 4.6 796,242 7.6 災 害 復 旧 費

10.3
416,045 2.3

1,298,574 12.4 教 育 費 1,904,603 625,557 1,139,002
6.4 9.9起 債 制 限 比 率1,945 588,995

△ 10.0補 助 費 等 1.7 1,585,897 1.9

公 債 費 比 率 15.1

維 持 補 修 費 △ 1.0 58,600 1.7 58,600 0.6 消 防 費 606,817 3.3
786,119

公 債 費 負 担 比 率 17.2
△ 42.4 21,037 223,679

9.8 △ 21.5 1,298,001
1.4

1,795,876物 件 費 △ 13.4 1,582,082 △ 9.0
257,972

1,463,355 13.9 土 木 費

919,520
経 常 一 般 財 源 等 比 率 99.8

小        計 △ 2.7 6,189,749 △ 3.7 6,100,126 58.1 商 工 費
2,016,406 11.0 △ 17.3 502,928

実 質 収 支 比 率 2.6

一時借入金利子 皆減 皆減 農 林 水 産 業 費

財 政 力 指 数 （18～16） 0.394

元 利 償 還 金 1.1 2,082,757 1.6 2,082,757 19.8 労 働 費
8.3 11.0 328,965 1,174,575

標 準 財 政 規 模 10,011,236

公 債 費 1.1 2,082,757 1.6 2,082,757 19.8 衛 生 費 1,536,690

4,542,232

扶 助 費 0.0 1,122,238 11.0 1,116,622 10.6 民 生 費 5,325,930 28.9

8,732,988

う ち 職 員 給 △ 3.1 1,988,275 △ 2.6 1,984,641 18.9 総 務 費 2,127,129 11.6
1.3 0 241,523

基 準 財 政 需 要 額
標 準 税 収 入 額

基 準 財 政 収 入 額 3,550,482

人 件 費 △ 7.6 2,984,754 △ 11.3 2,900,747 27.6 議 会 費 241,523
△ 23.6
△ 16.8

61,481 1,700,858
30,786 2,912,682

率 一 般 財 源 等 率支比率 比

指数等(単位千円)

区            分 決 算 額
増 減 充当一般 増 減 経常経費充当 経常収
率 財 源 等

3,499,415 100.0
老人福祉

地 方 債 △ 31.9 △ 1.4 30,516 伝 染 病

諸 支 出 金 23,175

水利地益税

　　　　　　　性　 　質　　 別　 　歳　 　出　 　の 　　状　　 況　               (単位　千円・％)
歳　入　合　計 △ 12.5 9,991,756 100.0 1.7

合　　　計

税務事務 議　　会4.3 △ 4.6
3,512.7

訳
都市計画税 151,292

諸 収 入 △ 12.8 1,987 0.0 副 議 長
議会議員 24 3,130

1

1 3,690

H18.03.20

H18.03.20 3,260

5,850
H18.03.20

繰 越 金 △ 40.9
事 業 所 税

26.3 事 務 機
共    同

5,930

繰 入 金 △ 78.0
内

入 湯 税 600 0.0
退職手当 収 入 役

H18.03.20教 育 長 1

6,490

寄 附 金 487.7
目 的 税 151,892 4.3 △ 4.5

8,130

財 産 収 入 35.9 11,475 0.1 △ 5.5
旧 法 に よ る 税

火 葬 場 市　　長 1 H18.03.20非 常 勤
○

公務災害
法 定 外 普 通 税

都 道 府 県 支 出 金 △ 25.9

30,516 公務災害 ごみ処理
○

し尿処理
小　　　計 3,347,523 95.7

国 庫 支 出 金 △ 8.5
手 数 料 △ 8.2 180

特別職等 給  料　（報酬）
月  額　（百円）

議    員 定数
適 用 開 始
年 月 日

一人当たり平均

0.0 皆増
特 別 土 地 保 有 税
鉱 産 税

9.0
△ 1.2

3,152

使 用 料 2.0 7,369 0.1

7.9市 た ば こ 税
一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況

354
皆増

277,153
2.9

1,115,800合 計
4.5

10.1
軽 自 動 車 税

分 担 金 ・ 負 担 金 △ 2.3 420 0.0

△ 5.4 消 防 職 員
3 10,510

交通安全対策特別交付金 10.1 7,527 0.1

3,503

（一 般 財 源 計） 2.5 9,962,798 99.7 1.7
1,547,669うち純固定資産

100,237
44.2

64 214,250 3,348

特 別 14.6
固 定 資 産 税 1,702,737

351 1,105,290 3,149

普 通 1.8 5,469,004 54.7 1.8
186,942

2.4 一 般 職 員

△ 5.3 教 育 公 務 員
△ 12.4 30,516
△ 4.5

一
般
職
員
等

臨 時 職 員

5.3
48.7

△ 2.2

1.8

自動車取得税交付金 △ 1.1

地 方 交 付 税 3.3 5,469,004 54.7

90,031 △ 1.1
職員数 （人） 給料月額　（百円）区　　　　　分

地 方 特 例 交 付 金 △ 22.6

16.9
9.0

83,132

49,770
947,552

1.4
27.1

市
民
税

個人均等割
所 得 割
法人均等割
法 人 税 割

そ の 他

小 学 校
中 学 校

H18.03.20
H18.03.20

常備消防 助　　役 1
1

議会議長

比 率 △ 761.9123,552課 税 分 実質単年度 107,336 △ 16,216
皆減株式等譲渡所得割交付金 6.5 5,641 0.1 6.5 超　　過 基金取崩額 0

ゴ ル フ 場 交 付 金 5.5 9,633 0.1 5.5

区　　　 分 徴収済額
217,000 △ 217,000

4,535.3

地方消費税交付金 3.7 379,735 3.8 3.7

繰上償還金
構 成 増 減

51,684 1,115 50,569離　　　島 財源超過
千

積 立 金△ 33.5 12 年 国 調 15,754 世帯利 子 割 交 付 金 △ 33.5 10,958 0.1
△ 144,017

55,652
199,669 △ 72.1

27.9199,669
地 方 譲 与 税 27.3 563,934 5.6 27.3 17 年 国 調 15,819 世帯

△ 1.2 世　　　　帯　　　　数 産　　　炭 財政再建
山　　　振 指数表選定 単年度収支 55,652

況
実 質 収 支 255,321地 方 税 △ 1.4 3,348,123 33.5

124,659 △ 95,599 △ 76.7
率 一般財源等 比 率 58.7 55.1 低　開　発

工　　　特 半　　　島 翌年度へ繰
29,060

市町村圏 越べき財源

△ 12.3

区            分 決 算 額
増 減 経　　常 構 成 増 減

第３次
12,084 11,661

△ 12.5
19.4 22.9 新　　　産 過　　　疎

支
差 引 284,381 324,328 △ 39,947

△ 12.5
増　  減　  率 △ 0.7

第２次
3,993 4,852 歳 出 総 額 18,411,476 21,036,075 △ 2,624,599

Ａ  －  Ｂ （％）
20.9 21.9 人 口 密 度 86 歳 入 総 額 18,695,857 21,360,403 △ 2,664,546

差　　  引 増 減 率

決 算 状 況
H19.3.31 42,053

第１次
4,294 4,623 面       積 474.23

9,158
区　　　分

18年度 17年度
　(千円)　Ａ 　(千円)　Ｂ

区分 17 年 国 調 12 年 国 調 12 年 国 調

産　  　業　　  構　 　 造
人  口  集  中  地  区  人  口 Ⅰ－1

12 年 国 調 42,777 17 年 国 調 8,527 Ⅰ－2
市 町 村 類 型

地 方 交 付 税 種 地平成１８年度 人口
17 年 国 調 41,150

増　  減　  率 △ 3.8

Ａのうち普通
建設事業費

区　　　　　　分

簡　水

区            分

2,159,310

実 質 公 債 費 比 率 14.0

目 　的　 別 　歳 　出　 の　 状 　況　     (単位　千円・％)

決 算 額　Ａ
構 成 Ａ の 充 当

一般財源等
18
年
度

△ 1.4

増 減


